
〇：原本を添付 △：写しを添付 ×：添付不要 

【資料１－６】 
 

申請書の主な添付書類のチェック表 
 

書類 正 副 チェック項目 

1. 開発登録簿    ・申請書に綴じ込まないこと 

・裏面に土地利用計画図をカラーコピー 

・土地利用計画図のPDFファイルをメールで提

出 

2. 開発行為許可

申請書 

[都市計画法施行

規則 別記様式

第二] 

〇 〇 □申請手数料(右上) ・手数料は大垣市開発行為等許可申請手数料

納付済確認書を参照 

□申請年月日  

□申請者 ・住所、氏名、連絡先 

□1欄：開発区域 ・該当する全ての地番を記入 

□2欄：開発区域の面積 ・公簿面積(土地謄本の面積)、実測面積 

・公簿面積は土地謄本の面積と同じ桁数で記

入 

・一部利用の場合は「公簿××平方メートル

の内 実測××平方メートル」と記入 

□3欄：予定建築物等の用途 ・記入例) 

・専用住宅(宅地分譲 6区画、6戸) 

□4欄：工事施行者住所氏名 ・工事を直接行う者の住所、氏名、連絡先を

記入 

・申請者が行う場合は「直営」と記入 

・自己用(自己業務用で開発区域の面積が1ha

以上のものを除く)かつ、盛土規制法のみな

し許可対象外の場合は「未定」でも可 

□5欄：工事着手予定年月日 

□6欄：工事完成予定年月日 

・敷地の造成(開発行為)の工事期間を記入(建

築物の建築期間は含まない) 

・記入例) 

・5欄：令和×年×月×日        

6欄：令和×年×月×日 

・5欄：許可日から 6欄：×か月 

□7欄：共用区分 ・該当項目を囲む 

□8欄：法第34条の該当号及び

該当する理由 

 

・開発区域が市街化調整区域の場合に記入 

・記入例) 

・第1号 

・第14号(提案基準第2号 農家世帯等の分

家に伴う住宅) 

□9欄：用途地域等の区分 ・用途地域を記入(第一種中高層住居専用地

域、準工業地域等) 

・用途地域が指定されていない場合は「用途

無指定」と記入 

□10欄：その他必要な事項 ・他の法令による許可、認可等を要する場合

は、その許可、認可等の手続き状況を記入 

□連絡先 ・代理者の氏名、連絡先 

□道路・水路・管理幅員・確認

印(裏面) 

・管理課にて記入 

3. 大垣市開発行

為等許可申請

手数料納付済

確認書 

〇 × □納付者 ・申請者と整合 

□行為地 ・該当する全ての地番を記入 

□開発敷地面積 ・実測面積を記入 

□納付金額 ・該当する金額を囲う 



〇：原本を添付 △：写しを添付 ×：添付不要 

書類 正 副 チェック項目 

・上部記入欄に金額を記入 

4. 委任状 〇 × □代理人の住所、氏名  

□申請目的  

□委任する権限  

□物件表示  

□委任者  

□委任日  

5. 地元自治会へ

の報告(開発

行為通知報告

書) 

 [大垣市宅地開発

指導要綱 第5号

様式] 

〇 △ □日付  

□申請者の住所、氏名、連絡先  

□造成場所 ・開発区域と整合 

□造成面積・造成区画数  

□造成後の利用形態  

□予定建築物  

□自治会への報告添付図 ・説明に使用した資料を記入 

□自治会長の記名・押印 ・自署の場合は押印不要 

6. 開発区域位置

図 

〇 〇 □縮尺 ・1/10000～1/2500程度 

□方位  

□開発区域の境界(赤枠)  

7. 開発区域区域

図 

〇 〇 □縮尺 ・1/2500程度 

□方位  

□開発区域の境界(赤枠)  

8. 設計説明書 

 [大垣市都市計画

法施行細則 第3

号様式] 

〇 〇 □工事名  

□施行地面積 ・実測面積を記入 

□事業の目的  

□土質の状況とその整理の方針  

□設計上特に留意した事項  

□土地の現況 ・区分は原則、土地謄本と整合 

・公簿面積で記入する場合は土地謄本と同じ

桁数で記入 

・実測面積で記入する場合は小数点以下2桁ま

で記入 

・割合は小数点以下2桁まで記入 

□土地の利用計画 ・実測面積で小数点以下2桁まで記入 

・割合は小数点以下2桁まで記入 

□公共施設の整備計画 ・法第32条協議と整合 

9. 開発行為施行

に関する同意

状況調査書 

 [大垣市都市計画

法施行細則 第4

号様式(1)] 

〇 × □申請に係る条文 ・不要な部分は削除する 

・記入例) 

第29条第1項又は第2項の許可申請 

第34条の2第1項の協議申請 

□日付  

□申請者の住所、氏名  

□人員 

 

・同意者の人数を権利の内容毎に記入 

・小計欄を記入 

□面積 ・公簿面積を記入 

・土地謄本の面積と同じ桁数で記入 

□総数  

□同意を得た数  

□同意を得られない数 

 

・全ての権利者から同意を得られた場合は

「0」と記入 

10. 開発行為施行 〇 × □申請者の住所、氏名  



〇：原本を添付 △：写しを添付 ×：添付不要 

書類 正 副 チェック項目 

同意書 

 [大垣市都市計画

法施行細則 第4

号様式(2)] 

□土地又は建築物その他の工作

物の所在及び地番 

・記入例)大垣市××町×丁目×番 

□地目又は建築物その他の種類 

 

・地目は土地謄本と整合 

・記入例) 

・田 

・倉庫 

□地積 ・公簿面積を記入 

・土地謄本の面積と同じ桁数で記入 

□権利の種類 ・記入例) 

・所有権 

・根抵当権 

□同意年月日  

□権利者の住所 ・同意者の現住所が土地謄本と異なる場合

は、前住所が記載された住民票等を添付 

□権利者の氏名及び印 ・実印を押印(印鑑証明書の出るもの) 

・権利者が申請者と同一である場合は押印不

要 

□印鑑証明書 ・原本を添付 

・同意日から3か月以内に発行されたもの 

11. 土地登記簿謄

本 

〇 △ □全部事項証明書 ・3か月以内に発行されたもの 

12. 土地の公図の

写し 

〇 △ □法務局保管の公図 ・3か月以内に発行されたもの 

・開発区域に接する周囲の土地がすべて確認

できるよう添付すること 

□開発区域の境界(赤枠)  

13. みなし許可の

判定チェック

リスト 

〇 〇 □該当項目に☑等を記入  

14. 宅地造成又は

特定盛土に関

する工事の概

要書 

〇 〇  ・盛土規制法のみなし許可対象の場合に添付 

□1欄：工事主住所氏名 

 

・開発許可申請者と同じ者 

・法人の場合は、法人名及び代表者氏名のほ

か、( )内に役員個人の住所、氏名を記入 

□2欄：設計者住所氏名 ・法人の場合は法人名及び代表者氏名を記入 

・資格を有する者の設計によらなければなら

ない工事を含むときは、氏名の横に〇印 

・記入例) 

××市××町×番地 株式会社××  

代表取締役 大垣 太郎 〇 

□3欄：工事施行者住所氏名 ・法人の場合は法人名及び代表者氏名を記入 

□4欄：土地の所在地及び地

番 

・該当する全ての地番を記入 

・代表地点の緯度及び経度は60進数で記入 

□5欄：土地の面積 ・実測面積を記入 

□6欄：工事着手前の土地利

用状況 

 

□7欄：工事完了後の土地利

 用 

 

□8欄：盛土のタイプ ・該当項目を囲う 

□9欄：土地の地形 ・渓流等への該当の有無のいずれかを囲う 

□10欄 ・該当しない項目は「該当なし」と記入 

 □イ：盛土又は切土の高さ ・盛土又は切土の最大箇所の高さ 

□ロ：盛土又は切土をする土 ・実際に盛土又は切土をしようとする部分



〇：原本を添付 △：写しを添付 ×：添付不要 

書類 正 副 チェック項目 

地の面積 の面積(標高差30cm以下の部分も含む) 

□ハ：盛土又は切土の土量  

□ニ：擁壁  

□ホ：崖面崩壊防止施設  

□ヘ：排水施設  

□ト：崖面の保護の方法  

□チ：崖面以外の地表面の

保護の方法 

 

□リ：工事中の危害防止の

ための措置 

 

□ヌ：その他の措置  

□ル：工事着手予定年月日 ・申請書と整合 

□ヲ：工事完了予定年月日 ・申請書と整合 

□ワ：工事の概要  

□11欄：その他必要な事項 ・他の法令による許可、認可等を要する場

合においてのみ、その許可、認可等の手

続の状況を記入 

15. 資金計画書 

 [都市計画法施行

規則 別記様式

第三] 

〇 × □収支計画  

 □自己資金  

□借入金  

□計（収入）  

□用地費  

□工事費  

 □整地工事費 ・工事費の内訳を記入 

□道路工事費  

□排水施設工事費  

□給水施設工事費  

□附帯工事費  

□事務費  

□計（支出）  

□年度別資金計画 ・工事期間が年度をまたぐ場合は記入 

 □事業費  

 □用地費 ・事業費の内訳を記入 

□工事費  

□附帯工事費  

□事務費  

□借入金利息  

□計（支出） ・科目毎、年度毎に記入 

□自己資金  

□借入金  

□計（収入） ・科目毎、年度毎に記入 

□借入金の借入先 ・借入先の金融機関等の名称を記入 

□資金証明書 ・融資証明書または預金残高証明書 

・原本を添付(原本還付可能) 

・3か月以内に発行されたもの 

16. 申請者の資力

及び信用に関

する申告書 

 [大垣市都市計画

法施行細則 第1

〇 × □日付  

□申請者の住所、氏名  

□法令による登録 ・予定建築物の用途が分譲住宅、宅地分譲の

場合は、宅地建物取引業免許証番号を記入 

□設立年月日 ・登記簿謄本と整合 



〇：原本を添付 △：写しを添付 ×：添付不要 

書類 正 副 チェック項目 

号様式] □資本金 ・登記簿謄本と整合 

□払込資本金  

□主たる取引銀行  

□法人税又は所得税の納税額 ・納税証明書と整合 

□主たる役員経歴  

□従業員数  

□宅地造成などの事業歴  

□申請者の登記簿謄本 ・原本を添付 

・3か月以内に発行されたもの 

・法人の場合は登記簿謄本 

・個人の場合は住民票抄本 

□申請者の納税証明書 ・原本を添付 

・直前3年の各事業年度における法人税(個人

申請の場合は所得税)の納税証明書(その１)

を添付 

・前年度の納税額が確認できるもの 

□暴力団に該当しない旨の誓約

書 

・代表者の自署または押印(印は実印、印鑑証

明書の添付不要) 

□宅地建物取引業免許証の写し ・予定建築物が分譲住宅、宅地分譲の場合に

添付 

17. 工事設計者の

資格調査書 

 [大垣市都市計画

法施行細則 第5

号様式] 

〇 × □法第31条に規定する設計者の

資格を証するもの 

・開発区域の面積が1ha以上の場合に添付 

□盛土規制法第13条第2項に規

定する設計者の資格を証する

もの 

・様式は任意 

・高さが5ｍを超える擁壁の設置を行う場合、

または30cmを超える切土、盛土をする面積

の合計が1,500㎡を超える土地において排水

施設の設置を行う場合に添付 

18. 工事施行書の

能力に関する

申告書 

 [大垣市都市計画

法施行細則 第2

号様式] 

〇 × □日付  

□申請者の住所、氏名  

□法令による登録 ・建設業許可番号を記入 

□設立年月日 ・登記簿謄本と整合 

□資本金  〃 

□主たる取引銀行  

□建設業法第26条による主任技

術者 

・住所、氏名、連絡先 

□従業員数  

□申請事業に直接関係する者の

職歴 

・主任技術者について記入 

□宅地造成等の事業歴  

□工事施行者の住所、氏名、確

認日 

 

□建設業許可証明書の写し  

□工事施行者の登記簿謄本 ・原本を添付 

・3か月以内に発行されたもの 

19. 工事工程表 〇 ×  ・盛土規制法の定期の報告を要する規模の場

合に添付 

20. 開発前状況写

真 

〇 〇 □カラー写真 ・四方から撮影 

□撮影方向図 ・現況図と併用可 

□開発区域の境界(赤枠)  

21. 現況図 〇 〇 □設計者氏名  

□方位、縮尺  



〇：原本を添付 △：写しを添付 ×：添付不要 

書類 正 副 チェック項目 

□開発区域の境界(赤枠)  

□境界線辺長 ・求積図と整合 

□境界線名 ・道路境界線、水路境界線、隣地境界線等 

□開発区域に接する道路 

 

・現況幅員 

・路線名、路線番号 

・建築基準法上の道路種別 

□開発区域に接する水路 ・現況幅員 

□開発区域に接する都市計画道

路 

・都市計画道路区域線 

・都市計画道路名、番号 

・都市計画課にて確認 

□現況地盤高 ・敷地境界付近 

・地盤変化点 

22. 求積図 〇 〇 □設計者氏名  

□方位、縮尺  

□境界線辺長  

□求積表  

□開発区域の面積  

□帰属面積  

□区画割面積  

23. 公共施設の新

旧対象図 

   ・既存公共施設がある場合に添付 

□設計者氏名  

□方位、縮尺  

□開発区域の境界(赤枠)  

□既存、新設の公共施設の位置

及び対照番号 

・色別は次のとおり 

    (新設) (既存) (廃止) 

 道路  茶   赤   黄 

 水路  緑   青   空 

24. 土地利用計画

図 

〇 〇 □設計者氏名  

□方位、縮尺  

□開発区域の境界(赤枠)  

□境界線辺長 ・求積図と整合 

□境界線名 

 

・道路境界線、水路境界線、隣地境界線等 

□工区界 ・工区分けする場合に記入 

□開発区域に接する道路 

 

・路線名、路線番号 

・建築基準法上の道路種別 

・現況幅員 

・道路後退線及び後退幅 

・道路中心線から道路後退線までの幅員 

・道路後退後の道路幅員 

□開発区域に接する水路 ・現況幅員 

□開発区域に接する都市計画道

路 

・都市計画道路区域線 

・都市計画道路名、番号 

・都市計画課にて確認 

□公共施設・公益的施設の位置

及び形状 

・開発道路等 

□計画地盤高 ・敷地境界付近 

・地盤変化点 

□法面の位置及び形状  

□予定建築物の位置及び形状  

□擁壁の範囲及び種類 ・CB擁壁は段数まで記入 



〇：原本を添付 △：写しを添付 ×：添付不要 

書類 正 副 チェック項目 

・天端高 

□排水施設の位置及び種類 ・勾配、規格 

□下水道本管、取付管 ・管種、管径 

・取付管の新設、既設の別 

□上水道本管、引込管 ・管種、管径 

・引込管の新設、既設の別 

□浄化槽 ・種類(合併浄化槽、集中浄化槽等) 

・人槽 

・設置場所、排水経路 

25. 造成計画平面

図 

〇 〇 □設計者氏名  

□方位、縮尺  

□開発区域の境界(赤枠)  

□境界線辺長 ・求積図と整合 

□境界線名 ・道路境界線、水路境界線、隣地境界線等 

□工区界 ・工区分けする場合に記入 

□開発区域に接する道路 

 

・路線名、路線番号 

・建築基準法上の道路種別 

・現況幅員 

・道路後退線及び後退幅 

・道路中心線から道路後退線までの幅員 

・道路後退後の道路幅員 

□開発区域に接する水路 ・現況幅員 

□開発区域に接する都市計画道

路 

・都市計画道路区域線 

・都市計画道路名、番号 

・都市計画課にて確認 

□公共施設・公益的施設の位置

及び形状 

・開発道路等 

□計画地盤高 ・敷地境界付近 

・地盤変化点 

□切土、盛土をする範囲 ・切土＝茶色、盛土＝緑色で着色 

□30cmを超える切土、盛土を

する面積 

・必要に応じて求積表を添付 

□法面の位置及び形状  

□地表水の流下方向  

□予定建築物の位置及び形状  

□擁壁の範囲及び種類 ・CB擁壁は段数まで記入 

・天端高 

□排水施設の位置及び種類 ・勾配、規格 

□下水道本管、取付管 ・管種、管径 

・取付管の新設、既設の別 

□上水道本管、引込管 ・管種、管径 

・引込管の新設、既設の別 

□浄化槽 ・種類(合併浄化槽、集中浄化槽等) 

・人槽 

・設置場所、排水経路 

□造成計画断面図の作成位置 ・予定建築物の位置で2方向以上 

26. 造成計画断面

図 

〇 〇 □設計者氏名  

□方位、縮尺  

□境界線名 ・道路境界線、水路境界線、隣地境界線等 

□開発区域に接する道路 

 

・現況幅員 

・道路後退線及び後退幅 



〇：原本を添付 △：写しを添付 ×：添付不要 

書類 正 副 チェック項目 

・道路中心線から道路後退線までの幅員 

・道路後退後の道路幅員 

□開発区域に接する水路 ・現況幅員 

□開発区域に接する都市計画道

路 

・都市計画道路区域線 

・都市計画課にて確認 

□現況地盤高 ・敷地境界付近 

・地盤変化点 

□計画地盤高 ・敷地境界付近 

・地盤変化点 

□切土、盛土をする範囲 ・切土＝茶色、盛土＝緑色で着色 

□法面の位置及び形状 ・勾配が30度以下であること 

・平場が30cm以上確保されていること 

□予定建築物の位置  

27. 給・排水施設

計画平面図 

〇 〇 □設計者氏名  

□方位、縮尺  

□開発区域の境界(赤枠)  

□地表水の流下方向  

□排水施設の位置及び種類 ・勾配、規格 

□下水道本管、取付管 ・管種、管径 

・取付管の新設、既設の別 

□上水道本管、引込管 ・管種、管径 

・引込管の新設、既設の別 

□浄化槽 ・種類(合併浄化槽、集中浄化槽等) 

・人槽 

・設置場所、排水経路 

28. 流量計算書 〇 〇  ・開発区域の面積が500㎡以上の場合に添付 

□設計者氏名  

□流域図 ・設計者氏名 

・方位、縮尺 

・流域面積 

29. 予定建築物図

面 

〇 〇  ・宅地分譲の場合は添付不要 

□設計者氏名  

□設計者資格(建築士資格)  

□縮尺  

□平面図 ・方位 

□立面図  

□建築面積、延べ面積  

□建蔽率、容積率 ・分譲住宅の場合は最小区画の建蔽率、容積

率を示す 

30. 公共施設管理

者の同意書

(法第32条第1

項の同意) 

△ 〇 □国道(中部地方整備局)  

□県道(大垣土木事務所)  

□道路・水路・排水先(管理課)  

□下水道(下水道課)  

□消防水利(消防本部消防課)  

□公園・緑地(公園みどり課)  

31. 公共施設管理

予定者との協

議書(法第32

条第2項の協

議) 

〇 △ □国道(中部地方整備局)  

□県道(大垣土木事務所)  

□道路・水路 (管理課)  

□調整池(管理課)  

□下水道(下水道課)  



〇：原本を添付 △：写しを添付 ×：添付不要 

書類 正 副 チェック項目 

□消防水利 ・水道消火栓(水道課) 

・井戸式消火栓(危機管理課) 

□公園・緑地(公園みどり課)  

32. 公益的施設管

理予定者との

協議書 

〇 △ □ごみ集積場(契約管財課)  

□集会所(契約管財課)  

33. 他の許可書等 △ 〇 □水道施設に関する協議書(水

道課) 

・自己居住用の場合は添付不要 

□緑化計画協議書(公園みどり

課) 

・開発区域面積が1000㎡以上の場合 

□道路工事施行承認書(管理課)  

□道路占用許可書(管理課)  

□法定外公共物自費工事許可書

(管理課) 

 

□法定外公共物占用許可書(管

理課) 

 

□農地法(第4条、第5条)届出受

理書(農業委員会事務局) 

・開発区域が市街化区域内の場合 

 

△ △ □農地法(第4条、第5条)許可申

請書(農業委員会事務局) 

・開発区域が市街化調整区域内の場合 

34. その他 〇 〇 □法第34条各号に関する申請に

必要な図書 

・開発区域が市街化調整区域内の場合 

□その他市長が必要と認める書

類 

 

 


